
環境モデル都市提案書 く様式○

タ イ トル 環境 と経済の調和 した持続可能な小規模 自 治体モデルの提案

提案団体 熊本県水俣市 l 人 口 : 28 , 6 33 人 (2008 年 4 月 現在)

担当者名及

ぴ連絡先

熊本県水俣市陣内 1‐1‐1 水俣市役所

熊本県水俣市 福祉環境部環境対策課 環境企画室 大崎伸也、 設楽 聡

電話 : 0966‐6 l‐ 16 1 2/ F A X : 0966‐63‐9044/E‐ma l l : kankyo@mmamata‐c . kumamoto- sgn . jp

1 全体構想

1 ‐ 1 環境モデル都市と し ての位置づけ
水俣市は九州熊本県の南西部に位置 し 、 九州 山地の豊かな水が流れ込む不知火海沿岸にでき た人 口 約 3 万人の

自 然豊かで小 さ な地方都市である 。

本市は経済成長の過程で発生 した水俣病の教訓を も と に 、 平成 4 年に 日 本で初めて環境モデル都市づ く り 宣言

を行っ た。 以後 、 わが国で も いち早 く ごみの分別 ･ 減量に取組む と と も に 、 水俣オ リ ジナルの家庭版 ･ 学校版

等の環境ISO制度、 環境マイ ス タ ー制度、 地区環境協定制度な どを立ち上げ、 リ ユース ･ リ サイ ク ル、 省エネ ･

省資源、 市民の森づ く り に よ る地球温暖化防止活動や環境保全活動に市民協働で取組んでき た。 本市の取 り 組

みは 、 小規模な 自 治体な ら ではの 、 多額の経費を必要 と しない地域が一体 と な っ た多様かつ具体的な行動に よ

り 、 これま で国内外の多 く の 自 治体や環境NPOのモデル と な っ てい る 。 ま た 、 平成 1 3 年に国のエ コ タ ウ ン承認を

受け 、 現在 8 社の リ サイ ク ル ･ リ ユース の工場が立地 し 、 主に南九州一帯の廃棄物を ク リ ー ンに処理する な ど 、

水俣市外の地域の温室効果ガス削減の一翼を担っ てい る 。

こ の よ う な本市の環境モデル都市づ く り は 、 全国の先進環境 自 治体が参加 し 、 環境NGOが主催する 日 本の環境

首都 コ ンテス ト で も高 く 評価 され、 人 口 規模 (2~5 万人) 別では平成 13 年度の初回か ら 常に ト ッ プ、 さ 封こ平

成 16 , 1 7 年度は総合グラ ンプ リ "こ 、 ま た平成 1 8 , 1 9 年度は総合第 2 位を獲得 してい る 。

本市は他の 自 治体の手本 と な り やすい環境実践活動の取組み と 、 環境先進技術力 を活用 した産業に よ る経済

活性化に向 けた取組みを盛 り 込んだ本提案書を 、 水俣の環境モデル都市の未来像 と位置づけ る 。 ま た 、 提案の確

実かつ効率的な実践 と 展開のために 、 昨年度立ち上げた ｢環境首都ま ちづ く り 委員会｣ で進捗状況を管理する と

同時に 、 市民の 目線に よ る評価 も行っ てい く 。

1 - 2 現状分析

1 - 2 -①

温室効果ガ

スの排出裏

態等

1 . 水俣市の温室効果ガス の排出量の現状

本市の温室効果ガス排出量は以下の表の と お り で推移 してい る 。

圏水俣市における温室効果ガス排出量の推移
出典 ; ｢環境自治体白書｣ より作成

温室効果ガス

ガス項 目 二酸化炭素C02 メタン I 一蹴に窒漿 l フロン類
部門 民生 (家庭) 民生 (業務) 製造築 交遠 く旅客) 交通 (貨物) 農業 全部門共通 合計廃棄物 (地球温暖化係数を乗じてCo2に換算) (t-C02 )
単位 t‐C02 t-C02 t-C02 t-C02 t‐C02 いC02 t-C02 t-C02 t‐C02 t‐C02

謹辯舞) 37 .432 24, 1 83 1 o2 ,o79 3 1 ,8o6 1 7 ,2 1 8 2 , f f 9 2 , 1 6 1 1 ･989 2 , 935 7O5 222 ,627

鐵瀧年) 42 .4 1 7 27 ' 1 7 1 I o5 , 75o 3 1 ,澗 協7o9 2 ,“ 1 1 .O52 1 ,995 2 , 97O 625 232 , 679
2003/200Q鍋) = 8% n 2% 邇 0隣 鷲鯛 97% l o2% 4鯛 欝鰐 1餌% 89% 1嫡%

傾向 十増加 十増加 →横ばい →横ばい →横ばい →撥ばい △減少 →横ばい →擬ばい △減少 十檄増

2000 年 (平成 12 年) か ら 3 年間で排出量全体は微増傾向にあ る が 、 なかで も民生 (家庭 ･ 業務)

におけ る排出量の増加が顕著であ る 。 反面 、 廃棄物部門の排出量は減少傾向 にあ り 、 製造業、 交

通 (旅客 ･ 貨物) 、 農業部門 、 二酸化炭素以外の温室効果ガス については横ばい傾向がみ られる 。

◎現状の分析 ･ 特徴

･ 民生部門 (家庭 ･ 業務)

民生部門排出量の詳細を見てみる と 、 電力使用量の増加が著 しい。 市の人 口 が減少 してい

る のに対 し 、 そ の間 、 世帯数にはほぼ変化がな く 、 核家族化や生活ス タ イ ルの変化、 ま た業

務におけ る冷暖房使用 な どが 、 個人及び事業所あた り の燃料消費量の増加につなが り 、 結果

温室効果ガス

ガス項 目 二酸化炭素C02 メタン 1 一酸化二室州 フロン類

合計
(t-COの部門 民生 (家庭) 民生 (業務) 製造築 交遠 く旅客) 交通 (貨物) 農業 廃棄物

全部門共通
(地球温暖化係数を乗じてC02に換算)

単位 t-C02 t-C02 t-C02 t-C02 t-C02 いC02 t-C02 t-C02 t‐C02 t-C02

2000年
(平成 1 2年) 3 7 ,432 24, 1 83 1 02 ,079 3 1 ,806 1 7 ,2 1 8 2 , f f 9 2 , 1 6 1 1 ,989 2 , 935 705 222 ,627

2003年
( 平成 1 5年) 42 ,4 1 7 27 , 1 7 1 I 05 , 750 3 1 ,8 1 9 1 6 , 709 2 , 1 7 1 1 ,052 1 ,995 2 , 970 625 232 , 679

2003/200賊%)

傾向

n8%
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1 1 2%
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萎 00%

→横ばい

97%

→横ばい

m2%

→撥ばい

49%

△減少

護繃
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1 01 %
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8996
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的に二酸化炭素排出量の増加につながっ てい る も の と 考え られる 。

･ 製造業部門 (産業分野)

本市の温室効果ガス排出量のほぼ 5 割を 占め る製造業部門では 、 温室効果ガス の排出量は

横ばいに推移 してい る が 、 こ れは製造業従事者及び製品出荷額が減少 してい る現状 (工業統

計調査に よ る ) 、 そ して リ サイ ク ルで立地 した水俣エ コ タ ウ ン企業や事業所の ISO 取得な ど

の取組みに よ る も の と 考え られる 。

･ 交通部門 (旅客 ･ 貨物)

交通においては、 近年のマイ カ ー社会化に伴 う 自 動車の保有台数の増加が頭打ちになっ て

い る こ と 、 ま た先述 した と お り 製造業が衰退 してい る こ と 等が 、 交通部門の横ばい傾向に表

れてい る も の と 考え られる 。

･ 廃棄物部門

住民協働に よ る環境モデル都市づ く り を進め る本市の取組み、 ｢ ごみ減量｣ と ｢ リ サイ ク

ルの推進｣ の効果が排出量の減少に表れてい る と 考え られる 。

皿 2003年 ( 平成 1 5年) の温室効果ガス排出量割合

農葉 嚇群 擁の識執 左グラ フは 、 本市か ら排出 される温室効　 　 　　

交通 (貸物) も 民生 (家庭) □ 民生は盤) 果ガス の割合を 円 グ ラ フ で示 した も ので

7弱 欠 ･ ゞ U I 8% あ る 。 こ の よ う に産業分野の製造業部門が園 民生 (藥務)

醸造棄 約 5 割を 占め 、 次いで民生部門が約 3 割 、

郊 篝客) 畦野) 。猟鯨客) さ ら に交通部門が約 2 割 と な っ てい る 。 今
後は、 省エネ省資源 ･ エネルギー転換等に

囲蝋(寶物) よ る産業部門分野での取組み と 、 増加傾向
蝶菓 に あ る 民生部門で住民が一体 と な っ た取

襞造葉 圈 庚葉枷 り 組みで温室効果ガス排出 を抑制する こ46%

蛤部門共迩 と が特に重要であ る 。

2 . 水俣市の森林の温室効果ガス (二酸化炭素) 吸収量の現状

本市の森林面積か ら 二酸化炭素の吸収量推計を算出 したのが以下の表であ る 。 市の森林面積の

微減に伴い、 吸収量も 同 じ く 微滅傾向にあ る も の と 考え られる 。

騙水俣市の森林の二酸化炭素吸収量
※算出方法 C02吸収量=森林面積(ha) x 面積当たりのバイオマス成長量 (約3 トン ) × 05 × “/l 2

参考 : 独立行政法人 森林総合研究所

年度 森林面積(ha ) 議蟻合 CG2吸収量 (トン)

2000年 1 2 , 2 1 9 75% 67,205(平成1 2年 )

2003年 1 2 ,2 1 7 7 5% 6れf g年(平成1 5年 )

2006年 l 2 , 205 75% 67, 1 28(平成1 8年 )

◎現状の分析 ･ 特徴

森林経営者の後継者不足等の問題か ら本市の林業は衰退傾向にあ り 、 表はそれを反映 した

も のであ る と い え る 。 現在は後継者育成をは じ め 、 森林の保全維持のため住民に よ る森づ く

り で広葉樹の植林を進め る と と も に 、 森林面積には表れないも のの 、 海の再生 と して海藻の

森づ く り を推進 し 自 然環境の保全育成に努めてい る 。 その こ と が結果 と して温室効果ガス の
｢吸収｣ を進め 、 排出量の削減効果につなが る も の と 期待 してい る 。

1 ‐ 2 ‐② 計画の名称及び策定時期 評価

関係する既 第 4 次水俣市総合計画 本計画では基本構想にエ コ ポ リ スみなま た構想を掲げ、 ｢人 ･ 環境 ･
存の行政計 (平成 1 7~2を年度) 経済が もやい輝 く ま ち ｣ を 目 指 して取組んでい る 。 中で も環境のま ちづ

画の評価 く り については ｢環境首都への挑戦プ ロ グラ ム ｣ を実施計画の第一に掲
げ、 こ れま ですべての事業を実施 し 、 持続可能な社会の構築に向 けて

取組んでいる と こ ろ であ る 。
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第 2 次水俣市環境基本

計画 (平成 20 年度作

成)

本市におけ る ｢環境ま ちづ く り 基本計画｣ と位置づけ、 市民参加に よ

る ワ ー ク シ ョ ッ プか ら導き 出 さ れた環境施策を ｢ も っ たいない ｣ ｢エ コ

ビジネス ｣ ｢環境ま ちづ く り ｣ ｢エ コ 生活｣ ｢環境教育｣ の 5 つに分類。

2020 年の水俣の環境像 ･ 都市像 ･ ラ イ フ ス タ イ ルを描き なが ら 、 事業の

重要度、 実施時期 、 期間 、 主体、 パー ト ナーシ ッ プの形成、 目 標値を設

定 し 、 進捗状況等においては ｢環境首都ま ちづ く り 委員会｣ 等で管理 ･

評価を行 う 予定であ る 。

I SO 1 400 1 水俣 市環境

マネジメ ン ト シス テ ム

(平成 1 0 年度構築)

本市は平成 1 1 年 2 月 に 自 治体では 日 本で 6 番 目 と な る環境マネ ジメ

ン ト の国際規格 ISO1 400 1 を認証取得 し 、 環境施策を効率的にマネ ジメ

ン ト してい る 。 取得か ら 4 年後には さ ら な る厳 し さ を 自 ら に課すために

自 己宣言を行い、 市民監査制度を導入、 実施 してい る 。 昨年度の評価は

最高ラ ンク の 5 つ星 と なっ てい る 。

ま た 、 認証取得後は 、 水俣オ リ ジナルの市民版環境 ISO 制度を立ち上

げ、 市民 と 行政が一体 と な っ て省エネ ･ 省資源、 リ サイ ク ルに取組ん

でい る 。

1 - 3 削減 目標等

1 - 3 -①

削減目標

将来の水俣は 、 四季折々 に花がいた る と こ ろ に咲き ほ こ る 中で 、 環境モデル都市の指定を受

け 、 市民の間には地球温暖化防止活動が 自 然に行われ、 限 り な く ごみゼ ロ を 目 指すラ イ フ ス タ イ

ルが徹底 してい る 。 ま た 、 環境産業に よ り 経済が活性化 し 、 さ ら に環境学習や研修を通 じ多 く の

人が訪れる こ と で、 街なかに も活気があふれてい る 。 その時こ そが 、 水俣病の負の遺産をブラ ス

に転換 した ｢環境モデル都市、 水俣｣ が完成 された時であ り 、 その よ う なま ち ｢水俣｣ の実現の

ために も 、 温室効果ガス を次の よ う に削減する 。

2020 年 (平成 32 年) を中期 と して 、 まず、 高い環境意識の も と 培われてき た市民協働に よ る ご

み減量や環境ISO等の ｢環境配慮型暮 ら しの実践｣ に よ り 、 主に民生部門 を中心に市全体の排出量

12 . 9% を削減、 次に 、 エ コ タ ウ ン等の環境産業や新エネルギー活用 、 安心安全な農林水産物づ く

り 等に よ る ｢環境に こ だわっ た産業づ く り ｣ で 、 主に産業部門 を中心に市全体の排出量 13 . 6% を

削減、 ま た 、 豊かな 自 然を守 り 育てつつ都市環境を整備する ｢ 自 然 と 共生する環境保全型都市づ

く り ｣ に よ り 、 自 然環境保全分野での取 り 組みで市全体の排出量 4. 3% を削減、 そ して ｢環境学

習都市づ く り ｣ を進め る こ と で 、 市内外の環境意識を啓発する取 り 組みを行い市全体の排出量

1 . 9% を削減する 。 さ ら に これ ら の取 り 組みを発展継続させ、 2050 年 (平成 62 年) の長期には市全

体の排出量を半減 させてい く 。

その結果、 中期 目 標 と して 2020 年ま でに水俣市の温室効果ガス の排出を 3 割 (32 . 7% ) 削減 し 、

長期 目 標 と して 2050 年ま でに水俣市の温室効果ガス の排出を約 5 割 く50 . 1 % ) 削減する 。

★温室効果ガスの削減 目 標 ( t‐C02 換算)

基 準 年 : 2005 年 (平成 1 7 年) 238 , 647 ト ン

中期 目標 : 2020 年 (平成 32 年) 1 60 , 609 ト ン (マイ ナス 32 . 7% )

長期 目 標 : 2050 年 (平成 62 年) 1 19 , 08 5 ト ン (マイ ナス 50 . 1% )

なお 、 環境学習都市づ く り を展開する なかで、 水俣で学んだ学生や研修生が国内外に散在 して

い く こ と に よ る温室効果ガス削減活動の波及 と 、 エ コ タ ウ ンの充実に よ る廃棄物の ク リ ー ンな処

理等で市外地域の削減の一翼を担 う こ と が期待でき る 。

(※温室効果ガス削減の算出根拠等については、 添付資料 ｢温室効果ガス削減算定根拠｣ 参照)

★温室効果ガスの削減 目 標 ( t‐C02 換算)

基 準 年 : 2005 年 (平成 1 7 年) 238 , 647 ト ン

中期 目標 : 2020 年 (平成 32 年) 1 60 , 609 ト ン (マイ ナス 32 . 7% )

長期 目 標 : 2050 年 (平成 62 年) 1 19 , 08 5 ト ン (マイ ナス 50 . 1% )

1 ‐ 3 -②

削減 目標の

達成につい

ての考え方

本市は平成 4 年の環境モデル都市づ く り 宣言以降、 環境に配慮 したま ちづ く り に取組んでき

た。 他の 自 治体や民間団体が模範 と しやすい これま での住民協働に よ る 取組みを さ ら に強化する

と 共に 、 先進的な環境技術を開発 ･ 導入 し 、 展開 してい く こ と で、 先述 した温室効果ガス 削減 目

標を達成する 。

ま た 、 悲惨な公害を今後発生 させないための水俣病の教訓の発信、 本市の環境モデル都市づ く

り を国内外へ波及 させる ための取 り 組み も併せて行っ てい く 。

設定 した 目 標を達成する ために 、 以下に記載する取 り 組みを 4 本柱の方針 と して掲げ、 今後実

施 してい く 。

1 ‐ 3 - 2

削減 目標の

達成につい

ての考え方
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取組み方針 削減の程度及びその見込みの根拠

A : 環境配慮型暮 ら しの実践

(主に民生部門分野での取組み)

市民版の環境 IS0 やごみ分別な ど 、 省エネ ･ 省資源、 リ サ

イ ク ルを実践 し 、 環境に配慮 した ラ イ フ ス タ イ ルを 日 常化

し 、 ク リ ー ン なエネルギーの使用 に転換 してい く こ と で 、

大幅な温室効果ガス の削減を 目 指す。

『削減』 2020 年までに市全体の温

室効果ガス を 12 . 9%削減する 。

(根拠) 省エネ 7 . 4% 十省資源 リ

サイ ク ル 1 . 6% 十新エネ 2 . 7% 十

市民意識の 向上 に よ る 1 . 2 % =

1 2 . 9%

B : 環境に こ だわっ た産業づ く り

(主に産業部門分野での取組み)

産業分野 にお け る 省エネ ･ 省資源 、 リ サ イ ク ル を推進

し 、 ク リ ー ンなエネルギーの使用 に転換 してい く 。 ま た 、

市内の先進的な環境技術を活か した新たな産業を導入 ･ 実

践する こ と で 、 大幅な温室効果ガス の削減を 目 指す。

『削減』 2020 年ま でに市全体の温

室効果ガス を 13 . 6%削減する 。

(根拠) 省エネ 6 . 5% 十省資源 リ

サイ ク ル 2 . 0% 十新エネ 4. 6% 十

市民意識の 向上 に よ る 0 . 5 % =

1 3 . 6%

C : 自 然 と 共生する環境保全型都市づ く り

(主に 自 然環境保全分野での取組み)

本市の豊かな 自 然を守 り 、 自 然 と 共生 しなが ら暮 らす中

山間地域の住民の取組みを支援す る と と も に 、 市中心部 と

の交流を促進 し全市民に波及 さ せ る こ と で 、 大幅な温室効

果ガス の削減を 目 指す。

『削減』 2020 年までに市全体の温

室効果ガス を 4. 3%削減する 。

(根拠) 山 ･ 海の森づ く り 0 . 5%

十 中 山 間地域の環境活動 1 . 4% 十

街なかの環境整備 2. 4%=4. 3%

D : 環境学習都市づ く り

(主に市外の環境意識を啓発する取組み)

悲惨な公害を ど こ の地域で も発生 さ せないた め に水俣病

の教訓 を発信 し 、 本市の環境モデル都市づ く り を全世界へ

波及 さ せ る た めの取組み を実施 してい く こ と で 、 市外の温

室効果ガス削減に貢献する 。

『削減』 2020 年ま でに市全体の温

室効果ガス を 1 . 9%削減する 。 そ

の他、 市外各地域への温暖化抑制

に貢献。

(根拠) 環境指導者養成 0. 6% 十

無駄のない暮 ら しの実践 0 . 7% 十

市民意識の向上 0. 6% = 1 . 9%

1 ‐ 3 ‐③

フ オ ローア

ツ プの方法

水俣市では、 現在、 市全体で環境に配慮 した暮 ら し を実現する ため 、 環境 ISO のま ちづ く り な

どの さ ま ざま な取組みを展開 してい る 。 公共施設や、 学校な どで省エネ ･ 省資源等の活動実践が

な されてい る が 、 今後 さ ら に地域や家庭への広が り と 浸透が見込まれる と こ ろであ る 。

現行の取 り 組み と 合わせ、 今後 、 民生分野では ｢環境首都ま ちづ く り 委員会｣ 等 と 、 産業分野

では ｢エ コ タ ウ ン協議会｣ の組織 ･ 機能を拡大 し 、 両者 と 行政 と で連携 して環境への取組みの数

値管理等を行 う 予定であ る 。 こ の こ と で、 市民 ･ 事業所 ･ 行政が協働 して計画の立案 と 推進を図

る こ と ができ 、 かつ 、 それぞれの立場での行動に対する主体性を促すも のであ る 。

具体的取組み と しては、 市内におけ る産業、 民生に関する網羅的な温室効果ガス排出状況調査

表を作成。 迅速かつ継続的な数値管理 と と も に 、 市民への情報提供を行い、 活動量 と 温室効果ガ

ス排出量の関連を具体的に示すこ と で、 さ ら に環境意識を高め 、 削減に向けた取組みを行 う 契機

と する 。

1 ‐ 4 地域の活力の創出等

これま で本市が独 自 に行っ て き た環境モデル都市づ く り の実現に向 けた取組みは、 様々 な地域活力 の創出 に

つながっ て き た。 例えば住民に よ る ごみ分別は リ サイ ク ル率が高ま る と と も に 、 地域へ も 資源 リ サイ ク ル還元

金 と して還元 されて き た。 ま た 、 水俣エ コ タ ウ ンは環境産業の立地や雇用創出を生み出 して き た。 その他、 住民

に よ る森林育成、 海の再生を 目 指す海藻の森づ く り な どの 自 然環境保全、 そ して 、 環境におけ る人材育成も進ん

でいる 。 これ ら のま ちづ く り るま 、 公害に よ る環境破壊を経験 した本市地域住民が 、 そ の こ と を教訓に して実施 し

て き た具体的な行動 と その継続に よ る も ので、 個々 の住民の環境に対する 高い意識 と行動 と に支え られてい る 。

こ の よ う に 、 水俣市は ｢環境｣ と ｢経済｣ がバラ ンス よ く 調和 したま ちづ く り を 目 指 してい る が 、 今回の提案

書に掲げる と お り 、 環境におけ る現行及び新規の取組みを実現する こ と に よ り 、 こ れま での ま ちづ く り に さ ら

に大き な弾みがつき 、 環境産業の発展に よ る地域の雇用増加等の経済の活性化、 国内外のモデル と な る こ と に よ

る住民意識の さ ら な る 向上な どの地域活力の創出が考え られ、 こ れ ら の環境への取組みが温室効果ガス の削減

と と も に 、 住民生活の改善向上や地域経済の活性化につなが り 、 先述 した と お り ｢環境｣ と ｢経済｣ が調和 した

持続可能な地域社会形成が可能であ る と 考え る 。

拳/=
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2 取組内容

2‐ 惟 A : 環境配慮型暮 ら しの実践

2‐ 1 -① 取組方針
(主に民生部門分野での取組み)

市民版の環境 IS0 やごみ分別な ど 、 省エネ ･ 省資源、 リ サイ クルを実践 し 、 環境に配慮 した ラ イ フ ス タ イ ルを

日 常化 し 、 ク リ ー ンなエネルギーの使用 に転換 してい く こ と で、 大幅な温室効果ガス の削減を 目 指す。

2‐ 1 -② 5 年以内に具体化する予定の取組に関する事項

取組の内容 ･ 場所 主体 ･ 時期 削減見込み ･ フ オ ロ ーア ッ プの方法

(a) ごみの減量 ･ 高度分別の実施

本市は全国に先駆けて 20 種類の徹底 した資源ごみ分別を開始。

ペ ッ ト ･ 廃プラ ･ 生 ごみが加わ り 、 品 目 統合等で 、 現在は 22 種類。

住民が主体 と な り 、 市内約 300 箇所のステーシ ョ ンで、 毎月 1~2

回の資源ごみ分別を行っ てい る 。

ま た 、 婦人会等 16 団体 (3 , 500 人) の女性代表者 と連携 して ご

み減量に取 り 組んでい る 。 主な活動は、 食品 ト レイ廃止申 し合わ

せ、 レジ袋をな く す運動、 リ ユース促進の も っ たいない BOX の設

置な ど。

今後は レア メ タルを含む小型電子機器類、 廃材、 剪定枝、 廃食

油等を新たな分別項 目 に加え る な ど 、 さ ら な る ごみ減量、 分別 リ

サイ ク ルに取組んでい く 。

水俣市民

平成 5 年~

2020 年までに 、 リ サイ ク ル

率 80% と し 、 ごみの年間排

出量を 2 千 ト ン と す る 。

(市全体の温室効果ガス を

1 . 6%減)

(b) 環境 ISO の ま ちづ く り の推進 ,
平成 1 1 年 2 月 に水俣市役所が環境 ISO 1400 1 を認証取得 した

後 、 家庭版、 学校版、 幼稚園 ･ 保育園版、 旅館 ･ ホテル版、 畜産

版な どの様々 なオ リ ジナル環境 ISO を展開 し 、 現在は ｢地域全体

丸ご と ISO｣ の取 り 組み と して注 目 されてい る 。

今後 も ｢ も っ たいない ｣ を合い言葉に省エネ ･ 省資源 ･ リ ユー

ス活動を進めなが ら 、 市民の ラ イ フス タ イ ルの転換を促す仕組み

をつ く り 、 各々 の実践に よ り 、 市民の環境意識を高め 、 草の根的

な環境行動に よ り 温室効果ガス の削減に努め る 。

水俣市民

平成 1 1 年~

2020 年ま でに 、 省エネの取

り 組みで公共施設 、 家庭の

年間電気使用量 、 LPG 使用

量を 12%減 らす。 (市全体

の温室効果ガス を 2 , 9%減)

( c) コ ミ ュ ニテ ィ バス と 自転車のま ちづ く り の実施

市内 を循環する コ ミ ュ ニプ イ バス等を見直 し ･ 充実 し 、 公共交

通機関の利用促進を図 る と 共に 、 市民 ノ ーマイ カ ーデーの導入

や、 環境に負荷をかけない 自 転車に よ る ま ちづ く り を推進する 。

水俣市民

平成 20 年~

2020 年ま でに 、 マイ カーの

使用 を 12%減 らす。 (市全

体の温室効果ガス を 1 . 7%

減)

(d) 環境マイ ス タ ー制度

環境に配慮 した も のづ く り の面か ら地域の再生を支えてい る職

人の地位向上を図 る ために開始 した認定制度。 野菜 ･ みかんづ く

り 、 畳づ く り 、 紙漉き 、 い り こ 、 お茶づ く り な どの職人な ど、 現

在 25 名認定。

今後 も環境マイ ス タ ーの認定を増や し 、 省エネ ･ リ サイ ク ルに

取組む と と も に 、 市民の環境意識を さ ら に高めてい く 。

水俣市

平成 10 年~

2020 年ま でに 、 環境に配慮

し た も のづ く り 職人 を 50

名 に増やすこ と で 、 市民の

環境に対する意識を高め 、

市全体の温室効果ガス排出

を 1 . 2%減 らす。

(e ) エ コ シ ョ ッ プ認定制度

省エネ ･ 省資源 ･ リ サイ ク ル推進、 環境にいい商品の販売、 そ

の他の基準を設け 16 項 目 中 4 項 目 以上該当する店が 申請可能。

ごみ減量女性連絡会議が審査 (実態調査) し 、 市長が認定。 認

定店には 、 認定証 ･ ス テ ッ カ ー ･ ポス タ ー を配布。 有効期間 3

年。 年 1 回の定期審査実施。 現在認定 16 店舗であ る 。

今後 もエ コ シ ョ ッ プの認定を増や し 、 商店の さ ら な る省エネ ･

リ サイ ク ルに取組んでい く 。

水俣市内店舗

平成 1 1 年~

2020 年ま でに 、 エ コ シ ョ ッ

プ を 30 店舗 にす る こ と

で 、 省エネ ･ 省資源 リ サイ

ク ルの取組みに よ り 、 市内

商業事業所 383 店舗の温室

効果ガス を 12 %減 ら す。

(市全体の温室効果ガス を

2 . 8%減)

(f) 環境配慮型暮 ら しづ く り への支援

地域で主体的に環境に配慮 した活動を考案 し実施する地域の団

体等に対 し 、 助成制度を設けて積極的な支援を行 う 。 例えば、 本

市には休耕田 に菜の花を植え 、 採れた油 をバイ オ燃料 と して和活

用 を検討 してい る市民団体があ る が 、 そ う い う 地域を環境特区 と

水俣市内の地

域団体等

平成 22 年~

2020 年ま でに 、 新エネ 、 省

エネ 、 バイ オマス等に住民

ぐ る みで取組む地域を 24

ヵ 所 と し 、 民生部門の温室

効果ガス を 7 . 2%減 らす。

5リ - -
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して指定 し 、 環境に配慮 した暮 ら しを実践する地域団体 と して助

成を行 う 。

(市全体の温室効果ガス を

2 . 7%減)

2- 1 ‐③ 課題

特にな し。
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2-2 . B : 環境に こ だわっ た産業づ く り

2‐2‐① 取組方針

(主に産業部門分野での取組み)

産業分野におけ る省エネ ･ 省資源、 リ サイ ク ルを推進 し 、 ク リ ー ンなエネルギーの使用 に転換 してい く 。 ま

た 、 市内の先進的な環境技術を活か した新たな産業を導入 ･ 実践する こ と で 、 大幅な温室効果ガス の削減を 目

指す。

2‐2‐② 5 年以内に具体化する予定の取組に関する事項

取組の内容 ･ 場所 主体 ･ 時期 削減の見込み ･ フ オ ローア ッ プの方法

(a) ごみ行政 と エ コ タ ウ ンの連携

現行の分別項 目 に含まれるペ ッ ト ボ ト ル、 廃プラ 、 びんな ど

については 、 エ コ タ ウ ン内の環境 ･ リ サイ ク ル関連企業で原料

と して使用 さ れ、 資源循環のネ ッ ト ワ ー ク が形成 さ れてい る 。

今後は 、 レア メ タ ルや廃食油等の 、 現状では ごみ と な っ てい る

資源の リ サイ ク ルを推進する ため 、 市民の分別の取組み と 企業

活動において相互の積極的な連携を図 る必要が あ る 。 資源循環

型社会の構築に向 けて 、 エ コ タ ウ ン企業を 中心に 、 市内の事業

所を対象 と した地域の構想を策定 し 、 実施を図 る 。

水俣市、 エ コ

タ ウ ン企業

平成 20 年~

※先述

2- 1-②A (a ) ごみの減量 ･ 高

度分別の実施

(b) 事業所版環境 ISO の推進

水俣市役所が平成 1 1 年に ISO 1 400 1 を認証取得 した こ と を契

機に 、 事業所版環境 ISO 制度を立ち上げ、 市内事業所の ISO 取

得を支援 して き た。 その結果、 現在 10 事業所が ISO 1 400 1 を認

証取得 し 、 工場や事業所におけ る地球温暖化防止等の環境保全

活動に取組んでい る 。

今後 も本事業の推進に取組み、 環境に配慮 した事業所を増や

してい く 。

水俣市 内 の事

業所

平成 1 1 年~

2020 年ま でに 、 ISO 取得事業

所を 24 と する こ と で、 市内

の産業部門 の温室効果ガ ス

の排出を 12%減 らす。 (市全

体の温室効果ガ ス を 5 . 9 %

滅)

(c ) 地元資源を活用 したバイ オマスエネルギーの創出

不知火海沿岸地域特産の柑橘類の絞 り かすや間伐材、 生ゴ ミ

な ど を原料 と して 、 バイ オエ タ ノ ールを製造する ミ ニプラ ン ト

の検討 ･ 研究を行い 、 製品化する 。 製造 したエ タ ノ ールは大手

の石油会社 と 提携 し E 3 化 を図 り 、 市内の運輸業務の代替燃料

と する 。

みなま た環境

テ ク ノ セ ンタ

一 、 市内の事

業所

平成 18 年~

燃料や ごみの抑制 を 図 る こ

と で 、 2020 年ま でに運輸部

門の E3 化を図 り 、 運輸部門

の温室効果ガス の排出を 3%

減 らす。 (市全体の温室効果

ガス の排出を 0. 6%減)

(d) 環境配慮型土木 ･ 建設事業システムの確立

平成 1 1 年に策定 した水俣市公共事業等環境配慮指針に基づ く

環境配慮型建設土木事業の技術の確立を図 り 、 河川や公園の整

備、 施設建設な どの公共事業のみな らず、 環境にや さ しい住宅

建設な ど 、 市全体の建設土木に関わ る事業が環境に配慮 した も

の と な る システム を確立する 。

水俣市、 市内

の建設土木事

業者

平成 22 年~

2020 年ま でに 、 新エネ ･ 省

エネ型 (エネルギー20%削減

型) の施設等の建設を進め、

市内建物の 8 . 4% を環境配慮

型 と す る こ と で 、 民生部 門

の温室効果ガス を 1 . 7%減 ら

す。 (市全体の温室効果ガス

を 0. 6%減)

( e ) 安心安全な農林水産物づ く り

安心安全な食べ物やも のづ く り るこ こ だわ る 人々 の取組みを支

援する 。 市民農園や給食畑事業の展開や直売所 ･ 加工所等の体

制 を強化する と と も に 、 生産者 と 消費者 と のふれあい ･ 交流促

進を図 り 、 食育活動を含めた安心安全な農林水産物づ く り を推

進する 。 さ ら に 、 互いに顔の見え る 関係を構築する こ と で 、 地

産地消を促進 し 、 フー ドマイ レージの縮小を図 る 。

水俣市、 市内

の農林水産事

業者

平成 10 年~

事業の推進に よ り 、 2020 年

ま でに 、 農林水産業の C02 を

9% 削減する と 共に 、 市民の

環 境 に 対 す る 意 識 を 高 め

る 。 (市全体の温室効果ガス

を 0. 5%減)

(f) 第二次エ コ産業団地開発

現在の水俣市産業団地は、 2002 年に指定を受けたエ コ タ ウ ン

企業等で満杯状態 と な っ てい る 。 市内には新たな環境産業の芽

が生まれて き てお り 、 ま た 、 さ ら な る環境関連企業の誘致を図

り 、 徹底 した産業部門の省エネルギー化に努め 、 南九州 の リ サ

イ ク ル資源の活用拠点、 新エネルギー創出の場 と す る ため 、 第

二次エ コ産業団地 (仮称) の開発を行 う 。

水俣市、 市内

の事業所

平成 2 1 年~

2020 年ま でに 、 産業系電力

の温室効果ガス の排出 を 3%

減 らす。 (市全体の温室効果

ガス を 0. 7%減)
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(g) 新エネルギーの積極的な活用

太陽光や風力な どの 自 然で ク リ ー ンなエネルギーに よ る発電

所を設置 し 、 ま た 、 こ れ ら の新エネルギーを活用 し 、 公共施設

等に積極的 に導入する こ と で 、 市内 の温室効果ガス 削減を 図

る 。

市内の事業所

平成 25 年~

2020 年ま でに 、 市全体電力

の 温 室 効果 ガ ス の 排 出 を

l4%減 らす。 (市全体の温室

効果ガス を 4. 6%減)

(h) 環境配慮型産業づ く り への支援

エ コ タ ウ ン企業の よ う に 、 環境に配慮 した産業を考案 し実施

する企業に対 し助成を行 う こ と で 、 環境関連企業の活性化を図

る と と も に 、 地域の温室効果ガス 削減に もつなげてい く 。

水俣市 内 の企

業

平成 22 年~

2020 年ま でに 、 新エネ 、 省

エネ 、 バ イ オマ ス 等の環境

産業に取組む事業所を 9 ヵ 所

と し 、 産業系電力 の の温室

効果ガ ス を 3 . 0 %減 ら す。

( 市全体の温室効果ガ ス を

0 . 7%減)

2-2-③ 課題
特にな し。
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2‐3 , C : 自 然 と 共生する環境保全型都市づ く り

2‐3‐① 取組方針
(主に 自 然環境保全分野での取組み)

本市の豊かな 自 然を守 り 、 自 然 と 共生 し なが ら暮 らす中 山間地域の住民の取組みを支援する と と も に 、 市中

心部 と の交流を促進 し全市民に波及 させる こ と で、 大幅な温室効果ガス の削減を 目 指す。

2‐3-② 5 年以内に具体化する予定の取組に関する事項

取組の内容 ･ 場所 主体 鼈 時期 削減の見込み ･ フ ォ ロ ーア ッ プの方法

(a) 地区環境協定制度 水俣市内の地 2020 年までに 、 9 地区を指定

地区の環境保全を地区住民 自 身が行 う た め 、 住民でで き る最 域住民 し 、 地域住民の環境に対す

低限度の生活ルールを作 り 、 住民がそれを守 り 生活 してい く も 平成 1 1 年~ る 意識 を 高 め 、 民生部 門 の

ので 、 現在山間部を中心に 、 8 地区指定。 温室効果ガス を 1 . 8 %減 ら

今後 も認定地区を増や し 、 環境保全や省エネ ･ リ サイ ク ル活動 す。 (市全体の温室効果ガス

に取組む と と も に 、 地域住民の環境意識を さ ら に高めてい く 。 排出を 0. 7%減)

(b) ビオ ト ープの創造 水俣市内の地 2020 年までに 、 6 地区を指定

ホ タルや希少種 ト ンボ等の生息する場をつ く り 、 自 然 と そ の 城住民 し 、 地域住民の環境 に対す

周 り に暮 ら す人間 が共存で き る よ う な体制づ く り を進 め て い 平成 10 年~ る 意識 を高 め 、 民生部 門 の

る 。 実績 4 地区。 温室効果ガス を 1 . 8 %減 ら

今後 も認定地区を増や し 、 環境保全に努め 、 地域住民の環境 す。 (市全体の温室効果ガス

意識を さ ら に高めてい く 。 排出 を 0. 7%減)

(c ) 市民の森づ く り 水俣市、 民間 森林保全を進め る こ と で、 森

市の面積の 75% を 占 め る森林を保全 してい く た め 、 針葉樹林 団体 林面積や樹木の維持に努 め

を伐採 した後 に照葉樹を植え 、 守 り 育て る こ と で水源涵養等森 平成 10 年~ る 。 (市全体の温室効果ガス
林の持つ他面的機能の回復を図 る ｢水源の森づ く り ｣ を進めてい 吸収を維持)

る 。 ま た 、 漁協が 中心 と な り 、 山林に落葉樹を植林 し 、 守 り 育

て る こ と で、 豊かな海づ く り に繋げる ｢漁民の森づ く り ｣ も進め

てお り 、 今後 も こ の よ う な森林の維持保全に努め 、 森林に よ る

二酸化炭素の吸収を促進 してい く 。

(d) 海藻の森づ く り 水俣市漁業協 海の再生を図 り 、 2020 年ま

水俣市では 、 海の再生を 目 的 と した ｢海藻の森構想｣ を具体的 同組合、 水俣 でに 1ooha の海藻の森をつ く

に推進 し 、 豊かな海であ っ た不知火海の環境を再生する 取 り 組 市民 る 。 (市全体の温室効果ガス

みを行っ てい る 。 海藻のオーナー制度の充実や特産物開発に よ 平成 16 年~ 吸収を 0. 5%増加する こ と に
る漁業振興、 地域活性化 を図 り つつ 、 干潟の環境改善に よ る 藻 よ り 排出量を 0 . 5%削減)

場の再生な ど 、 市内外の協力 を得なが ら海の再生を進め 、 海か

ら の二酸化炭素の吸収を増や してい く 。

(e ) 環境都市整備計画の策定に よ る コ ンパク ト シテ ィ 整備 水俣市 計 画 を 実施 し て い く こ と

環境先進モデル都市の推進にふ さ わ しい 、 都市環境 (公園 、 道 平成 2 1 年~ で 、 2020 ま でに市全体の温
略、 観光、 景観、 福祉等に配慮) を整備するための計画を策定す 室効果ガス を 1 , 8%減 らす。

る 。 花や緑が あふれ、 マイ カ ー使用 の削減につなが る よ う 、 徒

歩や 自 転車、 公共交通機関 を活用 して省エネ省資源で暮 らせる

コ ンパ ク ト シテ ィ 都市機能が充実 した環境をつ く る 。

( f) 水俣の環境地図づ く り 水俣市 環境の悪化 を常 に監視す る

水俣市の各地点におけ る環境状況を数値で捉え 、 それ ら の指 平成 2 1 年~ こ と で 、 温室効果ガス の排
標を総合的にま と めた ｢環境地図｣ を経年的に作成 し 、 環境改善 出 をプラ ス に しない。

等 を図 る た めの指標 と す る こ と で 、 同時に環境の悪化 も 防止す

る 。

(g) エ コ ハ ウ ス集落づ く り 水俣市 2020 年ま でに 、 家庭の温室

エネルギー使用 が削除 さ れ る住宅 、 太陽光な どの 自 然エネル 平成 22 年~ 効果ガス を 4. 2%削減する 。
ギー を利用する住宅 、 資源を よ り 有効に利用 し 、 リ サイ ク ル建 (市全体の温室効果ガス を

築部材な どを用 いた住宅、 建材の生産、 住宅の建設、 廃棄のプ 0 . 6%減)

ロ セ ス で環境負荷の少ない住宅な ど、 環境負荷の少ない住宅 ｢エ

コハ ウ ス ｣ の建設及び集落づ く り を推進する 。

2-3-③ 課題

特にな し。
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2‐4 . D : 環境学習都市づ く り

2-4‐① 取組方針
(主に市外の環境意識を啓発する取組み)

悲惨な公害を ど こ の地域で も発生 さ せないた めに水俣病の教訓を発信 し 、 本市の環境モデル都市づ く り を全

世界へ波及 させるための取組みを実施 してい く こ と で、 市外の温室効果ガス削減に貢献する 。

2‐4-② 5 年以内に具体化する予定の取組に関する事項

取組の内容 ･ 場所 主体 ･ 時期 削減の見込み ラ オ ローア ッ プの方法

(a) みなま た環境大学

水俣病の教訓 を伝え 、 教訓か ら生まれたま ちづ く り を現地で

学ぶ 、 水俣市内全域を フ ィ ール ド と し た キ ャ ンパス の な い大

学。 受講者は 日 本全国か ら募集する 。 本事業の実施に よ り 、 市

民の環境意識を高め る こ と は も と よ り 、 受講者が学習成果を内

外に伝え る こ と で波及効果が期待でき る 。

今後はプロ グラ ムの充実を図 り 、 民間に よ る事務局の設置、 研

修施設等の整備観順次進めてい く 。 ま た 、 受講に よ り 大学の単位

が取得でき る よ う なシステムの確立を 目 指す。

水俣市、 みな

また環境大学

実行委員会

平成 19 年~

市民の環境意識を高め る こ と

で 、 2020 年ま でに市全体の

温室効果ガ ス を 0 . 6 %減 ら

す。 ま た 、 水俣で学んだ学生

に よ る他地域への波及効果も

期待でき る 。

(b) みなま た環境塾

水俣か ら 資源循環型社会の構築に貢献でき る 人材並びに社会

システム ･ ラ イ フ ス タ イ ルを含めた環境保全の担い手を育成 し 、

環境首都みなま たづ く 現こ資する ため 、 熊本大学 と 協働で行 う 本

プロ グラ ム を継続的に実施する 。

水俣市

平成 19 年~

水俣の環境の指導者を 45 名

養成す る こ と で 、 2020 年ま

でに 、 市全体の温室効果ガス

排出を 0. 6%減 らす。

(c ) 村丸ご と 生活博物館

地区の 自 然や生活文化遺産な どを確認 し 、 保存 ･ 育成 ･ 修復

を図 る と と も に 、 生活環境の保全 ･ 再生 ･ 創造を行っ てい る 地

区を ｢村丸 ご と 生活博物館｣ と して指定 してい る 。 現在 4 地区を

指定 し 、 自 然環境学習や無駄の ない暮 ら し を体験学習する場 と

な っ てい る 。

今後 も認定地区を増や し 、 省エネ ･ リ サイ ク ルに取組む と 共

に 、 地域住民の環境意識を さ ら に高めてい く 。

水俣市内の地

域住民

平成 13 年~

2020 年までに 、 指定地区を 5

ヵ 所 と する こ と で 、 民生部門

の温室効果ガス を 1 . 8%減 ら

す。 (市全体の温室効果ガス

を 0 . 7%減) ま た 、 訪問者に

よ る他地域への波及効果も期

待でき る 。

(d) 国際環境協力事業

水俣市には これま で 1 70 以上の国 と 地域か ら環境問題を学びに 、

研修生が訪れている 。 特に平成 12 年か ら は JICA 研修事業を受入

れ、 発展途上国の環境担当行政職員 を 中心に 、 水俣病を教訓 と

した環境の大切 さ を実践する 取 り 組みを学んで も ら っ てい る 。

今後 も受け入れ体制の さ ら な る整備を進めてい く 。

水俣市

平成 12 年~

整備を進め 、 2020 年ま でに

訪問者を 60%増や し 、 国内

外に公害の悲惨 さ と 環境を守

る 大切 さ を伝 え て い く こ と

で、 海外への地球温暖化防止

効果が期待でき る 。

( e) 水俣病資料館の整備 と 充実

水俣病資料館は 、 写真やパネルを 中心に水俣病の悲惨 さ や教

訓、 自 然環境を守る大切 さ を伝えてい る が 、 公式確認か ら 50 年

以上を経過 してい る 現在、 歴史的価値の高い貴重な現物や資料

を保存でき る よ う 収集 し展示でき る よ う るこ資料館を整備 し 、 展

示物の充実を図る 。

水俣市

平成 1 9 年~

整備 を 進 め 、 2020 年 ま で

に 、 入館者を 60%増や し 、

国内外に公害の悲惨 さ と 環境

を守る大切 さ を伝えてい く こ

と で、 各地域への地球温暖化

防止効果が期待でき る 。

(f) 環境学習の拠点整備

水俣病資料館を中心 と して国立水俣病情報セ ンター、 熊本県環

境セ ンタ ーの 3 館を環境学習の拠点 と し 、 そのための施設及び周

辺の整備や連携を図 る 。 ま た 、 水俣地域に点在する環境学習関連

の施設や拠点等について 、 市内各要所に英語版を含む誘導や場所

を明確に したサイ ンを充実する 。

水俣市

平成 1 9 年~

整備 を進め 、 2020 年ま でに

訪問者を 60%増や し 、 国 内

外に公害の悲惨さ と 環境を守

る 大切 さ を伝 え て い く こ と

で、 各地域への地球温暖化防

止効果が期待でき る 。

(g) 公害防止 ･ 環境研修所の設立

研修 ･ 学習拠点の整備。 夏休み等長期休暇を利用 した 、 国内外

の学者、 ジャーナ リ ス ト等に よ る公害防止や環境関係の講座を開

設する ための研修所を整備 ･ 開設する 。

水俣市

平成 23 年~

水俣で学んだ人たちが全国に

散在 してい く こ と で、 地球温

暖化防止の各地域への波及効

果期待でき る 。

2-4‐③ 課題
特にな し。
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3 平成 20 年度中に行 う事業の内容

取組の内容 主体 ･ 時期

(環境モデル都市ア ク シ ョ ンプラ ン策定委員会/作業部会 (仮称) の設置)

環境モデル都市を達成する ためのア ク シ ョ ンプラ ンの策定 と それを実施する ための

体制づ く り を行 う 。 具体的には、 環境首都ま ちづ く り 委員会 、 エ コ タ ウ ン協議会 と いっ

た既存組織、 みなま た環境テ ク ノ セ ンタ ー、 庁内関係部署等で組織する策定委員会 と 、

計画の具体的実践を行 う 作業部会で構成する 。

市民、 企業 、 行政の連携 ･ 合意形成に よ り 、 よ り 実効的な計画を策定 し 、 実施に結び

つけ る も の と する 。

水俣市、 水俣市民、 企

業等

平成 20 年 8 月 ~

( ごみ分別 と エ コ タ ウ ンの連携)

現行の分別項 目 に含まれるペ ッ ト ボ ト ル 、 廃プラ 、 びんな どについては 、 エ コ タ ウ

ン内の環境 ･ リ サイ ク ル関連企業で原料 と して使用 され、 資源循環のネ ッ ト ワ ー ク が形

成 さ れてい る 。 今後 さ ら に ごみの資源化に向け 、 市民の分別の取組み と 企業活動におい

て相互の連携を図 る必要が あ る 。 資源循環型社会の構築に向 け 、 以下に記す新たな取

組みに着手する 。

･ 新規の分別項 目 設定 : 廃材 ･ 剪定枝 ･ 草 ･ 廃食油 ･ 小型電気電子機器等

･ 市民、 エ コ タ ウ ン内の企業、 行政の有機的な連携

･ 市民への説明会の実施

市民、 水俣市 (環境ク

リ ー ンセ ンタ ー) 、 エ コ

タ ウ ン協議会 、 み な ま

た環境テ ク ノ セ ンタ ー

平成 20 年度内

(地域全体丸ご と ISO の取 り 組みの推進 と 拡大)

水俣市役所が環境 ISO 1 400 1 を認証取得 した後 、 家庭版、 学校版、 幼稚園 ･ 保育園

版、 旅館 ･ ホテル版、 畜産版な どの様々 なオ リ ジナル環境 ISO を展開 し 、 現在は ｢地域

全体丸ご と ISO｣ の取組み と して注 目 されてい る 。

今後 も市民の ラ イ フ ス タ イ ルの転換を促す仕組みをつ く り 、 各々 の実践に よ り 、 市民

の環境意識を高め 、 草の根的な環境行動に よ り 温室効果ガスの削減に努める 。

･ 新 ･ 家庭版環境 IS0 ｢エ コ 路人 ( ラ イ フ ス タ イ ルチェ ッ ク 20) ｣ の普及 と 推進に よ る

市民の環境意識の高揚。

･ 新たに高校版環境 ISO を創設 し 、 小規模都市な ら ではの極め細かなプロ グラ ムで保育

園 ･ 幼稚園か ら高校ま で、 発達段階に応 じた環境分野におけ る一貫教育を実践する 。

水俣市民

平成 20 年度内

(環境のスペシャ リ ス ト の育成)

｢みな ま た環境大学｣ ｢みなま た環境塾｣ の実施に よ る人材育成プロ グラ ムの実施。

･ みな ま た環境大学 : 水俣病の教訓 と 、 教訓か ら生まれた環境モデル都市づ く り を現地

で学ぶ、 市内全域を フ ィ ール ド と したキ ャ ンパス のない学びの場。 受講者は 日 本全

国か ら募集。 受講者が学習成果を内外に伝え る こ と で波及効果が期待でき る 。

･ みなま た環境塾 : 水俣か ら資源循環型社会の構築に貢献でき る人材な らびに社会シス

テム ･ ラ イ フ ス タ イ ルを含めた環境保全の担い手を育成する 。

両事業は平成 19 年度か ら実施 してお り 、 今年度はプロ グラ ムの充実や、 比較検討を

行い 、 今後、 民間に よ る事務局の設置、 研修施設等の整備を順次進めてい く 。

水俣市 、 みな ま た環境

大学実行委員会

平成 20 年 9 月 ~

4 . 取組体制等

行政機関内

の連携体制

庁内を横断する 関係部署で立ち上げた環境モデル都市指定に向けた組織体制 と 、 市の第 3 セ ク

タ ーであ るみなま た環境テ ク ノ セ ンタ ー と 連携 し全庁的に取組んでい く 予定であ る 。

地域住民等

と の連携体

制

環境首都に向 けて立ち上げた市民 ･ 行政を含めた ｢環境首都ま ちづ く り 委員会｣ で取組み状況

の進捗管理、 評価、 改善を行い、 取 り 組み内容が円滑かつ効果的に行われる よ う 進めてい く 。 ま

た 、 みなま た環境テ ク ノ セ ンタ ーを 中心に 、 地域企業 と 大学、 公設試験研究機関等 と のネ ッ ト ワ

ー ク 等に よ る産学官 と 地域住民の有機的連携の も と 、 ま ちづ く り を積極的に推進 してい く 。

大学 、 地元

企業等の知

的資源の活

用

2‐2‐② (c ) 地元資源を活用 したバイ オマスエネルギーの創出

みなま た環境テ ク ノ セ ン タ ーを中心に企業、 大学、 行政が一体 と な り 調査研究 し 、 新たなバイ

オマスエネルギーの創出を図 る 。

2‐3‐② (d) 海藻の森づ く り

大学や公設試験研究機関等の技術支援を受け 、 藻場の造成に よ る海の環境の再生を図 る 。

2‐4-② (b ) みなま た環境塾

熊本大学 と 協働で人材育成プロ グラ ム を実施すこ と で環境のスペシャ リ ス ト を養成する 。

1 1 4月 1



l‘｣ - 一 碧
~環境と経済が調和 した持続可能な小規模自治体モデルの提案~

平成4年 日本初の ｢環境モデル都市づく り ｣ を宣言。 以後、 環境配慮によるまちづく り をすすめる。
市民協働による環境実践活動と市内企業の環境先進技術力を活用 したまちづく り 。
多額の経費を要 しない、 持続可能で多く の他市町村の活動モデルとなり うる環境まちづく り 。

1 - 2 . 現状分析 , 1 - 3 削減

環境に配慮 したまちづく り　　　　　　　　　　
' 一一一">

= ~必事な取組徘~ !- ' ゞ

　 　　　　　　　　
　 　　　　　　　　　

… -

1 - 4 地域の活力 の創 出等

これまでの取組み

･ こみ分別 ･ エコタウ ン ･ 自然環境保全… .

★市民の高い環境意識と行動★

環境への取組徘の強化
地域経済の活性化

国内外からの閾心 ･ 注目

市民意識の向上

人材育成

市民生活の改善向上

や
環境モデル都市へ

向けた取組み

環境産業の発展

雇用創出

地嬢経済の活性化

★市民協働によ

る取組みの強化

★先進的環境

技術の開発 ･ 導

入 ･ 実践

★水俣病の教訓

の発信

★アク シ ョ ン プラ

ンの立案 ･ 推進 ･

進捗管理

★数値管理/排出

状況調査表の作成

市民 ･ 企業 ･

行政が連携

2 0 2 0年
マイナス 3 2 .

2 0 5 0年
マイナス 5 0 .

7 %

' %　

｢環境｣ と ｢経済｣ が調和し應持続可能登整会合一二三- ;

温室効果舶ス帯出量
　　　

■傾向と特徴

･ 民生部門→増加

電力使用量の増加

･ 廃棄物部門→ 半減

｢ごみ減量｣ と ｢ リ サイ クル

の推進｣ の取組み

･ 産業部門 ･ 交通部門→横ばい

水俣エコタ ウ ン企業 ･ 事業所

のISO取得などの取組みによ

る発生抑制

i 捷 温室効果舶ス吸収量
た 一徹緘

A : 環 配慮型 ら しの: 環境配慮型暮ら しの実践
(民生部門分野での取組み)

: 環境に こ だわっ た産業づく り

(産業部門分野での取組み)

: 自然と共生する環境保全型
都市づく り

(自然環境保全分野での取組み)

: 環境学習都市づく り

B : 環境に こ だわっ た産業

D : 環境学習都市づく る

(環境意識の啓発にかかる取組み)



~ 環境宅炭ル都市に向けて ･ ~

A 環境配慮型の馨らしの裏端
･ 省エネ ･ 省資源 ･ リ サイ ク ルの強化
･ ラ イ フス タ イ ルの転換

環境嘲効*獲圏贈 ギ ガ･ 地域資源の創出 ･ 活用 と 支援

　 　 　　
地域全体丸ことISOのまちづく り 、 亡み

せ口入の取組み、 公共交通機関の利用
促進、 自転車のまちづく り 、 環境マイ

スター、 エコ シ ヨ ッ ブ、 地域団体の環
境活動への支援" .-- 、

　　　　 　 　
C 自然と共生する環境保全型都市づく り

･ 中 山間地域 ･ 沿岸部の取組み支援

･ 市中心部 と の交流促進

･ 市民に よ る水源涵養 ･ 海の再生

　 　　　　　　　 　　
地区環境協定制度、 ビオ ト ープの創造、

市民の森 ･ 海藻の森づく り 、 環境都市
整備計画の策定、 環境地図づく り 、 エ
コハウス集落づく り

協働で推進

市民

行政 企業

rT51残 し マ ー ず

" 計画立案

I 数値管理

l 進捗管理

温室効果ガスの削減 - 地域の活力の創出
と ｢経済｣ が調和 した持続可能な地域社会の形成

' # ‐

　　　　　　　B 環境にこ誌わ っ 鹿産業づく り

} 一 言 ‐ 先進的環境技術の活用 .蕊… { -も･ 先進的環境技術の活用

･ ク リ ー ンエネルギーへの転換

･ バイ オマスエネルギーの創出
･ 安心安全な農林水産物づ く り

エコタウ ン企業と行政の連携、 事業所版環
境IS0、 地元資源 (柑橘類、 間伐材、 生ご

みなど) の活用、 環境配慮型建設事業シス
テム確立、 新エネルギーの活用…

D 環境学習都市づく り ヴ.･ 水俣病の教訓発信

･ 人材育成に よ る 国内外への環境意識の波及
･ 環境学習の拠点整備

･ 自 然環境学習 ･ 体験学習 プロ グラムの構築

水俣病資料館の整備と充実、 みな

また環境大学、 みなまた環境塾、
村丸こと生活博物館、 各種研修の
受入れ , . .

｢環境｣


